
2025に向けたCDPのビジョン・ミッション
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ビジョン
長期的に人々と地球のためになる経済の繁栄を目指す

ミッション
投資家、企業、都市、政府が、環境影響を測定して行動することで
サステナブルな経済を構築することを促進する

環境に関する優先事項 以下の環境目標に対して、優先的に支援する
GHG排出量を気温上昇1.5℃に抑える経路にまで削減する

健全な生態系を回復する

価値
透明性を重視し、アカウンタビリティを重んじ、学び、改善し、共に
成功することを基本とする
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水セキュリティ グローバルで118社
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フォレスト グローバルで24社

 気候変動、水セキュリティで、日本企業が

Aリストが世界で最も多い。28%、31%

フォレストは、世界でAリスト企業は昨年

の16社から24社に増加
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 米国・英国・日本に加え、中国・ブラ

ジルなどの新興国からの開示も多い

 顧客からの要請が開示数の増加を牽引



2022年の対象日本企業
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プライム上場企業全社（1841社）を対象

2003年 グローバル500対象 （日本企業含む）

2006年 CDP Japan 対象として日本企業150社を対象に開始
（S&P Japan 150を基本として選定）

2009年

2022年

CDP Japan   対象を日本企業500社に拡大（FTSEジャパンインデックス
を基本として、後にTOPIX500を基本として選定）
CDP Japan 対象をプライム上場企業（1841社）に拡大

投資家要請での気候変動対象 日本企業の変遷

2014年 水セキュリティ 日本企業対象開始（ジャパンレポート発表）

2017年 フォレスト ジャパンレポート発表



TCFD開示11項目とCDP2021気候変動質問書
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ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標
気候関連のリスクと機会に係る当該組
織のガバナンスを開示する。

気候関連のリスクと機会がもたらす当
該組織の事業、戦略、財務計画への現
在及び潜在的な影響を開示する。

気候関連リスクについて、当該組織が
どのように識別、評価、及び管理して
いるかについて開示する。

気候関連のリスクと機会を評価及び管理
する際に用いる指標と目標について開示
する。

ガバナンス 推奨開示項目
a)気候関連のリスクと機会
についての、当該組織取締
役会による監視体制を説明
する。

C1.1b 戦略 推奨開示項目
a)当該組織が識別した、
短期・中期・長期の
気候関連のリスクと
機会を説明する

C2.1a,

C2.3, C2.3a, 

C2.4, C2.4a

リスク管理 推奨開示項目
a)当該組織が気候関連リス
クを識別及び評価するプロ
セスを説明する。

C2.1, C2.2, 

C2.2a, 

指標と目標推奨開示項目
a)当該組織が、自らの戦
略とリスク管理プロセス
に即して、気候関連のリ
スクと機会を評価するた
めに用いる指標を開示す
る。

C4.2, C4.2a, 

C4.2b, C9.1

ガバナンス 推奨開示項目
b)気候関連のリスクと機会
を評価・管理する上での経
営の役割を説明する

C1.2, 

C1.2a

戦略 推奨開示項目
b)気候関連のリスクと
機会が当該組織のビ
ジネス、戦略及び財
務計画（ファイナン

シャルプランニン
グ）に及ぼす影響を
説明する。

C2.3a, C2.4a, 

C3.1, C3.2a, 

C3.3, C3.4, 

C3.4a

リスク管理 推奨開示項目
b)当該組織が気候関連リス
クを管理するプロセスを説
明する。

C2.1, C2.2 指標と目標推奨開示項目
b) Scope 1、Scope 2及
び、当該組織に当てはま
る場合はScope 3の温室
効果ガス（GHG）排出
量と関連リスクについて
説明する。

C6.1, C6.3, 

C6.5

戦略 推奨開示項目
c)ビジネス、戦略及び
財務計画に対する2℃
シナリオなどのさま
ざまなシナリオ下の
影響を説明する。

C3.2, C3.2a, リスク管理 推奨開示項目
c)当該組織が気候関連リス
クを識別・評価及び管理の
プロセスが、当該組織の総
合的リスク管理にどのよう
に統合されているかについ
て説明する。

C2.1, C2.2 指標と目標推奨開示項目
c)当該組織が気候関連リ
スクと機会を管理するた
めに用いる目標、及び目
標に対する実績を開示す
る。

C4.1, C4.1a, 

C4.1b, C4.2, 

C4.2a, C4.2b
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CDPは、活動領域を拡大していきます
すべてのプラネタリーバウンダリーと地球システムをカバーする為に



2022年気候変動質問書
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生物多様性に関連する質問を気候変動質問書に導入

• 生物多様性関連課題に対する取締役会の監督
• 生物多様性関連のコミットメントとそれに対するアクション
• バリューチェーンにおける生物多様性関連の影響
• 生物多様性関連指標とそのモニタリング
• 生物多様性関連情報の開示状況

水と森林関連の質問を気候変動金融セクター別質問書に導入

• 水と森林関連課題に対する、ガバナンス／戦略／リスクと機会の管理
• ポートフォリオへの影響
• 開示状況



排出量算定・開示基準の策定

アクションの促進

CDP質問書について、他の国際機関、投資家、各国政府、企業をはじめとするステーク
ホルダーからのコンサルテーションを重ねて、質問項目内容に改訂を加え、開示者が
現在・将来において必要な事を考察し取り組む事を促進している。

CDPの協働

政府と協働 自治体と協働
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